「自治体のCRMについて」
自治体がCRMを導入する経緯

住民の共通の困り事を積極的に解決していくことは役所の役目であるといえる。それは従来、道路や公園などのインフラ整備が中心であったが、ソフトのサービスを提供する時代になった今、よかれと思ったことが住民のニーズにマッチしていないために満足が得られないという事態が頻発してきたのである。このような現状に効果的に対処することを可能にするものとして、CRMがあげられる。住民の満足を追求するという点で民間企業のCRMとほぼ同じであるともいえる。例えば、札幌市では４年前からコールセンターを設置しており、住民からの様々なアイデアや意見をとりいれ、施策立案に活かそうとしてきている。
民間企業のCRMとの違い

自治体のCRMには民間企業のCRMと異なる点も存在する。民間企業のCRMは、顧客からの意見や要望、顧客のデータなどをもとに顧客それぞれになにかしらの提案をおこなうことで、安定的な収益につながる顧客の「ファン化」をめざすマーケティングである。しかし、自治体が住民それぞれのデータをもとに住民ひとりひとりにサービスを提供するということは、個人情報の観点などからも問題があるといえる。自治体のCRMでは、民間企業のものと比べて住民との「信頼」の構築に重きが置かれているのである。すなわち、住民からの意見やアイデアをもとに、それらを政策立案に活かすことで全体にサービスを提供することを通じて、住民との信頼関係を築くことが自治体のCRMである。
研究員のココロ－特別企画　(www.jri.jp/consul/special/special0206_1.html)

真の役割　(www.nttcom.co.jp/terra/terra21/pdf/p07-10.pdf/)
